


















第 11 章  
「経済大国」化する中国のインパクトと新た
な成長へのジレンマ 

















2012 年の中国 GDP 成長率は，世界のトップといえども 7.8%という低水準
にとどまった。もはやこれまで喧伝されてきた中国経済の繁栄は消え去り，
そしてポスト中国の時代が始まろうとしているのだろうか? 















徹した。2006 年 10 月の第一次安部政権時の安部総理訪中の際に締結された
日中「戦略的互恵関係」の合意からすれば，日中関係は明らかに大きな後退
局面に陥っていると言わざるをえない。事実，2012 年の日中間貿易総額は










































































2010 年における日中 GDP の逆転後，為替水準の変化などにより，中国の
GDP 規模は膨張を続けている。2011 年の中国の GDP は 7.03 兆ドルで，ち
なみにインド，ブラジルとロシア三カ国の GDP の合計は 6.17 兆米ドルで，
中国の一国にも及ばない。Brics の高成長は今後も持続すると見込まれ，一
例として 2010 年 5 月に公布された日本内閣府の『世界経済の潮流』報告書
では，2030 年の世界経済（実勢レートのドルベース）に占める中国とイン
ドの比率は 2009 年の 8.3%と 2.2%から 23.9%と 4.0%に上昇すると推測し，





IMF と UNIDO（国際連合工業開発機構）の資料によれば，2010 年の世界







国の自動車販売台数は，対前年比 2.45%の微増の水準にとどまる 1,850 万台




















りつつある。既に IMF における中国の拠出金比率は従来の 3.6%からアメリ
カの 16.7%に次いで日本と同程度の 6%までに引き上げられ，理事任命権を
獲得した。世界銀行の出資金順位に関しても，中国は 6 位からアメリカと日



































いる。ちなみにスイスの IMD（国際経営開発研究機構）が公表した 2012 年
度の国際競争力ランキングによれば，中国は，第 1 位の香港，2 位のスイス
に遠く及ばないものの，27 位の日本を超え 22 位の韓国に次ぐ 23 位となっ
ている。一方，中国政府のシンクタンクである社会科学院の総合国力評価報
告書では，アメリカ，英国，ロシア，フランス，ドイツに次いで中国の実力































の “Does China Matter?”は，地域研究の重要性を再認識させる論法として
注目に値する。氏は，中国は果たして重要か? どのぐらい重要か? だれにと








（2009）も“When China Rules the World:The Rise of the Middle Kingdom and the 

































































表 11－1 世界各国・地域の経済成長の予測 
 2011 年 2012 年 2013 年（予測） 2014 年（予測） 
先進国平均 1.6 1.3 1.4 2.2 
米  国 














新興市場国平均 6.3 5.1 5.5 5.9 
中  国 









世界平均 3.9 3.2 3.5 4.1 


























表 11－2  中国経済の長期的推移 
年 度 





































































































（注）GDP は PPP（購買力平価）を考慮した 1990 年基準の国際ドル 
出所：Angus Maddison, "Chinese Economic Performance in the Long Run" などにより作成 
 
表 11-3a 世界における直接投資の受け入れ地域の分布（億ドル，%） 
年度 
アジア 
北 米 欧 州 世界合計 
小 計 インド 中国+香港 
1980 41.5(  7.7) 0.8(  0.1) 7.7(  1.4) 227.3( 42.0) 212.8( 39.4) 540.8(100.0) 
1990 235.8( 11.4) 2.4(  0.1) 67.6(  3.3) 560.0( 27.0) 973.0( 46.9) 2,072.8(100.0) 
1995 776.6( 22.8) 21.5(  0.6) 437.3( 12.8) 680.3( 19.9) 1,320.1( 38.7) 3,411.9(100.0) 
2000 1,534.0( 11.1) 35.9(  0.3)  1,026.4 ( 7.4) 3,808.0( 27.6) 6,807.3( 38.7) 13,816.7(100.0) 
2008 3,220.0( 19.0) 415.5(  2.4) 1,713.2( 10.1) 3,608.2( 21.3) 5,034.5( 29.7) 16,973.5(100.0) 
2010 3,254.1(26.7) 246.4(  2.0) 2,539.9(20.7) 2596.4(21.2) 3052.7(24.9) 12,249.0(100.0) 
出所：World  Investment  Report 各年版と BOP（IMF）などから作成 




北 米 欧 州 世界合計 
小 計 日 本 中国+香港 
1980 29.4(  5.7) 23.9(  4.6) 0.8(  0.2) 233.3( 45.3) 219.0( 42.5) 515.5(100.0) 
1990 599.4( 25.1) 480.2( 20.1) 32.8(  1.4) 362.2( 15.1) 1,305.5( 54.6) 2,391.1(100.0) 
1995 679.5( 18.8) 226.3(  6.3) 270.0(  7.5) 1,035.4( 28.6) 1,591.5( 44.0) 3,616.8( 100.0) 
2000 1,123.1(  9.3) 315.6(  2.6) 602.7(  5.0) 1,873.0( 15.3) 7,952.5( 65.5) 12,128.9(100.0) 
2008 3,144.8( 16.9) 1,280.2(  6.9) ,120.7(  6.0) 3,894.6( 21.0) 8,370.3( 45.1) 18,577.3(100.0) 
2010 2,228.9(21.4) 572.2(  4.4) 1,362.3(10.4) 3,899.4(29.8) 4,424.5(33.8) 13,088.9(100.0) 


















































図 11-1a 世界主要地域間の貿易フロー（1990） 













































































図 11-1b 世界主要地域間の貿易フロー（2000） 
出所：経済産業省（2012）『通商白書 2012 年版』第 2 章より抜粋 
率は約56%に達し，事実上の広域経済圏が形成されている。アジアのアジア
化と呼ばれる現象である。 

































































図 11-1c 世界主要地域間の貿易フロー（2010） 





































表 11-4  アジア主要国・地域の対中国貿易依存度 
           依存度 
国と地域 
貿易に占める対中国貿易の比重  








































































































表 11-5 東アジア・ASEAN の諸国・地域の基礎経済指標（2010 年） 

































































































































































































Japan 12,779 4 27 69 58,672 45,180 2.0 1.7 ▲323 12,958 58 



























表 11-6 中国の東部と西部における経済成長の要因分解の差 
 




資本形成 家計消費 公共消費 純輸出
北京市 14.0 49.6 35.8 21.0 -6.4
天津市 17.9 52.1 24.9 14.9 8.0
河北省 16.8 47.1 26.6 14.2 12.1
遼寧省 12.9 51.9 32.4 15.3 0.4
上海市 14.9 44.8 35.8 13.4 6.0
江蘇省 17.1 50.4 28.4 12.7 8.5
浙江省 17.9 48.1 34.6 13.4 3.9
福建省 15.6 45.9 33.9 13.8 6.4
山東省 18.0 50.1 28.6 13.7 7.5
広東省 14.7 34.6 40.3 11.7 13.3
海南省 10.3 37.5 38.2 15.7 8.6
東部地域平均 16.2 46.3 32.7 13.7 7.3
広西自治区 14.3 43.9 44.0 15.4 -3.2
重慶市 12.3 61.6 42.5 14.8 -18.9
四川省 15.3 46.9 44.4 14.0 -5.3
貴州省 14.3 57.0 63.2 21.9 -42.1
雲南省 13.2 60.6 46.0 23.1 -29.7
チベット自治区 21.6 112.3 39.5 64.6 -116.4
陝西省 15.9 59.7 33. 3 7.1 -0.1
甘粛省 15.1 49.2 44.5 16.4 -10.1
青海省 14.1 74.6 35.5 30.8 -40.8
寧夏自治区 15.3 83.7 41.6 21.6 -46.9
新彊自治区 13.7 58.9 24.2 20.9 -4.1
西部地域平均 14.9 55.5 42.0 16.5 -14.0
出所：『中国統計年鑑』各版の地域総人口と支出ベースの地域総名目 GDP に基づいて算出。
注：重慶市の年平均成長率は 98-2005 年のものである。ただし，93-97 年の重慶市の人口
と GDP は四川省に含まれていたため，西部地域の平均成長率の算出には影響はない。 












六大経済地域でみると，2000 年と 2011 年の間，中南地区では国有
31%→22%：集団（郷鎮）10%→20%：外資 56%→30%：私営 3%→28%とな
り，華東地区では 33：17：32：18（2000 年）→18：18：31：33（2011 年），
華北地区では 48：23：22%：7（2000 年）→29：26：20：25（2011 年），東
北地区では 76：7：15：2（2000 年）→37：12：18：33（2011 年），西南地
区では 75：8：7：10（2000 年）→35：20：11：34（2011 年），西北地区で



































第 1 に，貿易依存度（貿易総額対 GDP の比）でみると，1980 年代初期に
15%程度だった依存度が近年になると，2008 年に 57%，09 年に 45%，10 年
と 11 年にともに 50%，12 年に 46%台という具合に上下の幅を持ちながら高
い水準を維持している。通常，中国のような国土，人口，資源量，経済規模
の比較的大きい国では，経験則として 20%台が一般的である。実際，国際的

























































表 11－7 投資源泉地域別の対中国直接投資累計額の推移（単位：百万米ドル） 




































43,403(  6.2%) 
34,555(  5.0%) 
320,761( 46.2%) 
21,185(  3.0%) 
39,288(  5.6%) 
27,568(  4.0%) 
44,266(  6.4%) 





























































































































表 11-8 成長会計に基づく中国経済の成長分の分解と TFP 成長（全要素生産性）の予測 
 1953-1978 1979-1988 1989-1998 1999-2005 2006-2010 2011-2020  
Case1 Case2 
経済成長率 6.15 10.06 9.59 9.11 9.88 9.26 5.92 
要素投下貢献度 5.83 6.70 5.16 5.36 5.84 5.12 5.12 
資本投下 2.59 2.58 2.70 3.59 4.31 3.94 3.94 
人的資源 2.39 4.26 2.19 1.56 1.53 1.18 1.18 
TFP 成長(分析可) 0.74 2.86 4.37 3.53 1.58 3.34 0.10 
ノウハウ移転 0.40 1.02 1.02 0.79 0.74 0.74 0.74 
R&D 投入増加 0.11 -0.18 -0.18 0.47 0.47 0.00 0.00 
民間企業 -0.45 0.68 0.68 0.32 0.19 0.13 0.13 
都市化 0.21 0.78 0.78 1.35 1.35 1.08 1.08 
外国資本効果 0.00 0.16 1.15 0.35 -0.59 -0.35 -0.35 
外国貿易効果 0.00 0.46 0.19 1.33 0.58 0.00 0.00 
行政管理費用 0.35 -0.14 -0.12 -1.73 -1.73 1.15 -1.73 
インフラ効果 0.11 0.10 0.49 1.35 0.88 0.59 0.59 
消費需要効果 0.86 -0.14 0.28 0.21 -0.31 - -0.35 
TFP 成長（分析不可） -0.43 0.49 0.05 0.21 0.40 0.80 0.80 












図 11-2 中国の人口転換の予測 






















































クの調査では登録企業数も 1 万 4,400 社にのぼり，駐在員を含め中国の常住
























対日貿易は，規模では第 1 位を維持しているが，対世界貿易の比率では 1997





















関係の基軸として重要性を増している。投資規模でみれば，1990 年に 5 億
ドルに過ぎなかったが，2004 年には 10 倍の 50 億ドルに膨らみ，上記の貿
易動向にも見られた中国市場シフトの実態にマッチしている。2012 年には
自動車産業の大規模投資を筆頭に，現地化市場シフトに伴う経営の本格化も




























































まず，貿易の面では，2002 年から 2011 年にかけて，日本の対中華圏（中





てみても，2002 年から 2009 年にかけて，中華圏は 275 億ドルから約 10 倍
の 2,538 億ドルに，そのうち，現地販売額は 97 億ドルから 1,703 億ドルに急
拡大している。これに対して，米国における現地生産と現地販売はともに伸
び悩んでいる。 
もっとも，中華圏においても，現地販売比率は 2011 年に 67.1%と，2002
年の 35.3%と比べて着実に高まっている。これは特に現地市場を目指した自
動車の生産拡大によるところが大きい。2011 年の中国における自動車販売
台数はアメリカの 1,280 万台を上回る 1,842 万台に達し，なかでも現地の日
系乗用車メーカーの活躍が目立っている。乗用車に限ってみると，2011 年














出来る。それによると，2002 年から 2011 年にかけて，中華圏の「総売上」
は北米の 31.0%から 130.2%へ，「総最終需要」は北米の 16.8%から 109.3 へ
と上昇し,ともに北米を凌駕した。 
 
表 11-9 日本にとっての海外市場：中華圏と北米との比較（億米ドル） 
       地 域 
項 目 
中華圏市場 北米市場 中華圏/北米(%)  
2002 年 2011 年 2002 年 2011 年 2002 年 2011 年 
日本からの輸出（A） 
現地販売（a） 
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